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平成２５年１２月２４日

各国立大学法人評価担当部課長 殿

国立大学法人評価委員会事務局

平成２４年度における国立大学法人及び大学共同利用機関法人の

業務の実績に関する評価の結果への意見について

平素より大変お世話になっております。

このたび、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第３２条第５

項に基づき、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会より平成２５年１２月１６日付け

で「平成２４年度における国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務の実績に関する

評価の結果についての意見について」が別添のとおり国立大学法人評価委員会委員長あて

に示されましたので、お知らせします。

今回の意見の概要は、下記のとおりです。今後、国立大学法人評価委員会としては、こ

の意見も踏まえて評価を実施していくこととなりますので、御留意ください。

記

１．意見の概要

（１）公的研究費の不正使用防止について

文部科学省に対する「科学研究費補助金等の適切な使用の確保に関する行政評価・

監視結果に基づく勧告」（平成２５年１１月１２日総務省）で物品購入の発注及び検

収の事務局による原則実施等の取組の必要性や、この趣旨を踏まえた具体的な基準、

指針等を作成して各機関へ示し、各機関の取組を徹底させることについて指摘がなさ

れていることから、新たな基準、指針等を踏まえた各法人における体制整備等の状況

を踏まえつつ、特にコンプライアンスの観点から上記指摘を踏まえた各法人のルール

の運用や監査実施等の取組状況がより明らかになるよう厳格な評価を実施すべきであ

ること。

（２）研究活動における不正行為について

新たに複数法人において研究活動における不正行為が発覚していることから、文部

科学省が行う「研究活動の不正行為への対応のガイドライン」の見直し・運用改善を

踏まえた各法人の体制整備等の状況を踏まえつつ、各法人の具体的な取組状況を確認

することにより、研究活動における不正行為の防止についてより一層厳格な評価を実

施し、各法人における必要な改善を促すべきであること。

（３）個人情報等の不適切な取扱いについて

個人情報等の不適切な取扱いについて、各法人の正確な実態把握及び厳格な評価を

実施すべきであること。



（４）原子力施設等の評価について

昨今の大型放射線発生装置における安全管理に関する不適切事案等を踏まえ、原子

力施設等を有する法人の評価にあたっては、規制当局による評価結果及び当該評価結

果を踏まえた法人の取組並びに法人の自主的なリスクマネジメントも含めた安全管理

の取組の状況や、評定に至った理由を十分に明らかにすることにより一層厳格な評価

を行うことが望ましいこと。

２．その他

上記（４）については、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

第 23条第２項第５号に規定する試験研究用等原子炉施設及び放射線発生装置のうち、
平成 25年５月 30日付けで、原子力規制委員会が J-PARCと同種の施設を有する事業
所として調査報告を求めた施設を対象とすることを想定しています。
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